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【研究の概要】

 国連障害者権利条約の批准に伴い、共⽣社会の形成に向けた⽇本型インクルーシブ教育システムの構築
が喫緊の課題となっている。わが国では、インクルーシブ教育の⼀⽅策として通常の学校と特別⽀援学校
との「交流及び共同学習」が積極的に推進されているが、現段階では障害の有無を前提とした取り組みに
とどまっており、障害のある⼈同⼠の活動に⾄っていない。特に、視覚障害のある⼈と聴覚障害のある⼈
との繋がりを意図した「交流及び共同学習」の実践は、コミュニケーション⼿段の性質から困難視され続
けており、その具体的な⽀援⽅法は提⽰されていない。つまり、主に⼿話や字幕などの視覚を活⽤する聴
覚障害のある⼈と，点字や⾳声ガイドなどの触覚‧聴覚を活⽤する視覚障害のある⼈とは，コミュニケー
ション⼿段の強みが⼤きく異なっており，両者の繋がりを意図した研究と実践はほぼ⼿つかずのままであ
る。本研究は、全ての⼈々が共⽣社会を構成する当事者という視点から、視覚‧聴覚障害横断型の「交流
及び共同学習」実践の基盤構築を⽬的とする。



【研究の内容及び成果の詳細】

1．研究内容及び成果（本研究によって得られた新知⾒、成果等）
 障害種を超えた「交流及び共同学習」の基盤的な実態と動向を捉えため、視覚障害及び聴覚障害領域の特別⽀援学校
に対する質問紙調査（教育形態‧内容や実施上の課題）を実施した。具体的には、2025年度の全国盲学校⻑会リスト、
全国聾学校⻑会リストに掲載されているすべての学校（盲学校67校、聾学校108校で、2校は両⽅に掲載されているた
め、実質的には173校）を調査対象とし、73校（回収率：42.2%）から回答が得られた。そのうち、視覚障害児と聴覚
障害児の交流及び共同学習を実施している18校∕73校（24.7%）を分析対象とした。その結果、①地理的距離につい
て、「同じ学校内にある」は⻘森（聴覚）、新潟（視覚‧聴覚）、⼭⼝（視覚‧聴覚）、「同じ学校ではないが、同じ
敷地内にある」は秋⽥（視覚）、秋⽥（聴覚）、徳島（視覚）、熊本（聴覚）、「とても距離が近い（半径1km圏
内）」は熊本（視覚）、「まあまあ距離が近い（半径1km〜5km圏内）」は北海道（視覚）、島根（聴覚）、愛媛（聴
覚）、京都（視覚）、「まあまあ距離が遠い（半径5km〜10km圏内）」は北海道（視覚）、「とても距離が遠い（半
径10km圏外）」は千葉（聴覚）であった。ほとんどの学校は地理的距離が近い学校と交流していることが⽰された。
②交流及び共同学習の内容については、お互いの学校の紹介、⾃⼰紹介、⾏事（校内、校外：⼊学式や⽂化祭、遠⾜、
社会科実習など）、教科での交流（⾳楽や体育など）等が⾒られた。③交流及び共同学習の効果としては、同年代との
交流、多様な意⾒との出会い、障害理解（⾃⾝の‧相互の）、共⽣社会に対する意識醸成、主体的学習への意欲等が⾒
られた。④交流及び共同学習の課題には、教員の介在の必要性、活動内容や⼦ども同⼠が関わる場⾯設定、コミュニ
ケーションの困難さ（⼦どもの実態による）、教員間の情報共有、交流準備の時間と効果のバランス、場の共有のみに
とどまっていること等が⾒られた。視覚障害児と聴覚障害児の交流及び共同学習の条件として、地理的距離が近いこ
と、実施可能な内容であることが必要だと考えられた。今後、交流等の実施が困難となる要因を解決するための継続的
な検討が必要であることが指摘できた。また、実地調査として、主に、校地が隣接する北海道帯広盲学校及び帯広聾学
校、⽐較的に距離がある京都府⽴盲学校を訪問し、交流及び共同学習の実践に関する情報収集を⾏った。その結果、視
覚障害と聴覚障害の障害特性を踏まえた実践的⼯夫が導⼊されており、その発展に向けた⽰唆が得られた。

2．今後の研究の⾒通し
 国際的にインクルーシブ教育の実現に向けた取り組みが進展する中、⽇本においても障害の有無にかかわらず全ての
⼦供が共に学び、相互理解を深めながら成⻑できる教育環境の整備が求められている。わが国では、⽇本型インクルー
シブ教育システムの構築に向けて、「交流及び共同学習」が重要な実践⽅策として位置付けられてきた。しかしなが
ら、これまでの実践の多くは、通常の学校と特別⽀援学校との交流を中⼼として展開されており、障害のある⼈同⼠の
相互理解や協働に着⽬した研究‧実践は⼗分に蓄積されていない。特に、視覚障害児と聴覚障害児との交流及び共同学
習については、コミュニケーション⼿段の違いに起因する困難さが指摘されてきたものの、その実態や⽀援⽅法に関す
る知⾒は極めて限定的であった。
 本研究では、全国の盲学校及び聾学校を対象とした調査を通して、視覚障害児と聴覚障害児との交流及び共同学習が
⼀定数実施されていること、その多くが地理的に近接した学校間で⾏われていること、また交流内容や教育的効果、実
施上の課題などの基礎的実態を明らかにした。今後は、こうした成果を基盤として、交流及び共同学習の実施条件や成
⽴要因をさらに詳細に検討するとともに、障害特性を踏まえた具体的な⽀援⽅法の開発に取り組む予定である。
 まず、交流及び共同学習が継続的かつ効果的に実施されている学校を対象とした事例研究を進めたい。特に、盲学校
と聾学校が同⼀敷地内または近接地域に設置されている学校に着⽬し、交流活動の計画過程、教員間の連携体制、児童
⽣徒同⼠の関係形成のプロセス、コミュニケーション⽀援の⽅法などを総合的に分析する。これにより、交流が単なる
場の共有にとどまらず、相互理解や協働的な学びにつながるための条件を明らかにしたい。
 次に、視覚障害児と聴覚障害児とのコミュニケーションを⽀える実践的⽀援⽅法の検討を⾏う。具体的には、タブ
レット端末等のICT機器の活⽤可能性について検証する予定である。また、コミュニケーション⼿段そのものの習得だけ
でなく、相⼿の障害特性や情報取得⽅法への理解を深める学習プログラムの開発も視野に⼊れている。双⽅の⼦供たち
が互いの違いや共通点を理解しながら関係を構築できるような⽀援モデルを構想したい。
 さらに、これまで主として教員を対象として収集してきたデータに加え、児童⽣徒本⼈の視点を重視した研究を展開
したい。交流及び共同学習に参加した視覚障害児及び聴覚障害児へのインタビュー調査や参与観察を通して、交流経験
の意味や価値、困難感、⼼理的変容などを明らかにする予定である。教育実践の評価を教員側の視点だけでなく当事者
の視点から捉えることで、より実効性の⾼い実践モデルの構築につなげたい。
 加えて、近年進⾏している盲学校と聾学校の統合‧併設化の動向にも着⽬する。少⼦化や在籍者数の減少を背景とし
て、両校を同⼀敷地内に設置する事例が全国的に増加しているが、その教育的意義や課題については⼗分に検討されて
いない。今後は、こうした学校を対象とした継続的なフィールドワークを通して、⽇常的な接触機会が児童⽣徒の相互
理解や学校⽂化に与える影響を分析し、新たな教育環境の可能性を探究したい。
 最終的には、本研究で得られた知⾒を基に、視覚障害児と聴覚障害児との交流及び共同学習を推進するための実践モ
デルや⽀援ガイドラインを提⽰することを⽬指す。それにより、学校現場において再現可能かつ持続可能な教育実践の
普及を図るとともに、障害種別を超えた相互理解の促進に貢献したい。こうした取り組みは、障害の有無のみならず、
多様な背景や特性を有する⼈々が互いを理解し尊重しながら共に⽣きる共⽣社会の実現に寄与するものであり、⽇本型
インクルーシブ教育システムのさらなる発展を⽀える基盤となることが期待される。
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「視覚障害児と聴覚障害児をつなぐ『交流及び共同学習』の実態」．⽇本特殊教育学会 第64回⼤会発表；同報告に基づ
く学術論⽂を発表予定；交流及び共同学習を検討する上での、教育⽅法に関する国内問題を英⽂誌に投稿中


